
033-0979-1045-16 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第 73 回 税理士試験 

〔 事 業 税 〕 

解答・解説レジュメ 





 

- 1 - 

＜ＴＡＣ＞税23  この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり、無断転載・転用を禁じます。 
 

 
 
 

 

 

●はじめに 

今回の本試験は、〔第一問〕理論問題（配点50点）として（問１）（配点30点）では、法人事業税における是正措置

のうち、⑴期限後申告納付及び修正申告納付及び⑵更正の請求に係る個別問題が（問２）（配点20点）では、法人事業

税における鉄道事業と小売電気事業を併せて行う法人の税額算定について説明する内容が応用・事例問題の形式で出

題された。 

〔第一問〕（問１）は、⑴及び⑵の論点について、その内容を理解しているかを問う出題であった。 

〔第一問〕（問２）は、２以上の事業を行う法人の法人事業税の算定について記述する問題で⑴課税方式を異にする事

業を併営している場合と⑵分割基準を異にする事業を併営している場合について、それぞれ原則的取扱いと例外的取

扱いについて理解しているかを問う出題であった。 

〔第一問〕（問２）については、解答用紙の関係もあり想定される時間内での解答を作成すること（概要などまとめの

作業）に時間が掛かり、また苦手としている出題形式であったため、思ったように解答できない受験生もいたのでは

ないかと考えられる。 

〔第一問〕理論問題については、ＴＡＣの各講義や各答練等により、その内容を確認してきた問題である。したがっ

て各講義等を十分こなし、しっかりした準備を整えた受講生ならば確実に得点を重ねられる問題であろう。 

〔第一問〕（問１）は、理解している規定の内容を丁寧に記述するとその解答範囲が膨大になり、解答作成にかなりの

時間が掛かる問題となっている。このため、解答用紙の枚数を意識し適宜まとめるなど、要領よく解答することが必

要となる。また〔第一問〕（問２）は、当該問題も解答用紙の枚数と配点を意識し、各受験生が理解している内容を法

令どおりでなくても、的確に記述することが求められるであろう。 

〔第一問〕の理論問題全体として55分程度で合格レベルの解答を作成して欲しい。 

一方〔第二問〕（配点50点）の計算問題については、（問１）（配点25点）が電気機械器具の製造業を行う法人の税額

算定問題と（問２）（配点25点）畜産業、不動産貸付業その他の事業を行う個人の税額算定問題の２題の形式で出題さ

れた。 

（問１）については、過去の本試験で何度となく出題されている外形標準課税方式のうち、資本割額についての税額算

定問題であったが、「特定内国法人」、「半年決算法人」など、各受験生が見落としやすく苦手とする論点が網羅され、

難易度が高い内容が出題された。 

（問２）については、比較的平易な内容であったが、事業専従者控除額や各種控除の論点に注意を要する出題であった。 

いずれの問題も①課税標準の算定と②分割基準を主な論点とする出題であるため「全国公開模試」や「実力完成答練

第１回、第２回、第３回、直前対策講義第３回」で出題した内容をベースとして解答を作成することが求められる。 

基礎マスター・上級コースであれ、速修コースであれ、各種課題をしっかりこなしていれば、課税標準の総額の算定

にしろ、分割基準の算定にしろ、比較的平易な内容の論点も多く、着実に得点を重ねた受験生もいたと思われるが、理

論及び計算を含め、問題量やその解答量の多さから、思ったように解答作成ができなかった受験生もいるのではない

か。 

慎重に解答すれば高得点ものぞめる計算問題ではあるが、各受験生の基礎的な実力が問われる内容であった。 

理論問題とのかね合いもあるが65分程度で合格レベルの解答を作成して欲しい。  

 

Ｚ－73－Ｊ〔第一問〕解 答 

〔第一問〕－50点－ 

問１（30点） 

 ２以上の都道府県において事務所を設けて事業を行う普通法人について、次の(1)及び(2)の事項を説明しなさい。た

だし、延滞金、加算金及び還付加算金に係る説明は要しない。 

(1) 期限後申告納付及び修正申告納付 

(2) 当該普通法人が更正の請求をできる場合 
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問１⑴  

 １． 概 要 □1  

法人事業税は、申告納付制度によるが、申告が期限内に行われなかったり、申告した課税標準額又は事業税額に不 

 足額を生ずることも考えられることから、期限後申告納付及び修正申告納付の制度が設けられている。 

２．期限後申告納付 □2   

(1) 内 容 

申告書を提出すべき法人は、その申告書の提出期限後においても、決定の通知があるまでは、申告納付することが 

 できる。 

(2) みなす中間申告 

中間申告納付を要する法人が、その提出期限内に中間申告納付しなかった場合には、その期間を経過した時にお 

いて、予定申告による中間申告書の提出があったものとみなされるため、期限後申告納付の適用はない。 

    

３．修正申告納付  

(1) 自主的修正申告納付 □3  

申告書若しくは修正申告書を提出した法人又は更正若しくは決定を受けた法人は、その申告書若しくは修正申告

書に記載した又はその更正若しくは決定に係る付加価値額、資本金等の額、所得若しくは収入金額又は事業税額に

ついて不足額がある場合（納付すべき事業税額がない旨の申告書を提出した法人にあっては、納付すべき事業税額

がある場合）には、遅滞なく、修正申告書を提出するとともに、その修正により増加した事業税額を納付しなけれ

ばならない。 

(2) 義務的修正申告納付 □3  

申告書を提出した法人（収入割のみを申告納付すべきものを除く。）は、上記(1)の規定によるほか、その申告に

係る事業税の計算の基礎となった事業年度に係る法人税の課税標準について税務官署の更正又は決定を受けたとき

は、その税務官署が更正又は決定の通知をした日から１月以内に、その更正又は決定に係る課税標準を基礎として、

修正申告書を提出するとともに、その修正により増加した事業税額を納付しなければならない。 

４．分割法人の場合 □1  

２以上の道府県において事務所等を設けて事業を行う法人（以下「分割法人」という。）が修正申告納付する場合に 

は、その事業に係る課税標準額の総額（軽減税率適用法人の場合には、所得の総額を年400万円以下の金額、年400万 

円を超え年800万円以下の金額及び年800万円を超える金額に区分した金額）を関係道府県に分割し、その分割した額 

を課税標準として、関係道府県ごとに事業税額を算定し、これを関係道府県に修正申告納付しなければならない。 

 

問１⑵  

１．概 要 □1  

法人事業税の是正措置として、既に確定した事業税額が過大である場合に、①納税者の権利の保護と②税務行政の 

円滑化の観点から、事業税の減額を請求する更正の請求の制度が認められている。 

２．通常の場合 □4  

申告書を提出した法人は、その申告書に記載した課税標準等若しくは税額等の計算が地方税に関する法令の規定に 

従っていなかったこと又はその計算に誤りがあったことにより、次のいずれかに該当する場合には、その申告書に係 

る事業税の法定納期限から５年以内に限り、道府県知事に対し、その申告に係る課税標準等又は税額等（更正があっ 

た場合には、その更正後の課税標準等又は税額等）につき、更正の請求をすることができる。 

(1) その申告書の提出により納付すべき税額が過大であるとき 

(2) その申告書に記載した欠損金額等が過少であるとき、又はその申告書に欠損金額等の記載がなかったとき 

(3) その申告書に記載した還付金の額が過少であるとき、又はその申告書に還付金の額の記載がなかったとき 

３．判決等があった場合 □1  

申告書を提出した法人又は決定を受けた法人は、次のいずれかに該当する場合には、上記２．にかかわらず、それ 

ぞれの日の翌日から起算して２月以内に、その該当することを理由として更正の請求をすることができる。 

ただし、申告書を提出した法人については、その期間満了日が上記２．の期間満了日後に到来する場合に限る。 

(1) その申告、更正又は決定に係る課税標準等又は税額等の計算の基礎となった事実に関する訴えについての判決（和 

解等を含む。）により、その事実がその計算の基礎としたところと異なることが確定したとき……その確定した日 
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(2) その申告、更正又は決定に係る課税標準等又は税額等の計算に当たって、その申告をし又は決定を受けた法人に 

帰属するものとされていた所得その他課税物件が他の者に帰属するものとする当該他の者に係る地方税の更正、決 

定又は賦課決定があったとき……その更正、決定又は賦課決定があった日 

(3) その他事業税の法定納期限後に生じた上記(1)、(2)に類するやむを得ない理由があるとき……その理由が生じた日 

４．法人事業税の特例  

(1) 前事業年度分の更正等があった場合 □4  

申告書に記載すべき付加価値額、資本金等の額、所得若しくは収入金額（以下「課税標準額」という。）又は事業 

税額につき、修正申告書を提出し、又は更正若しくは決定を受けた法人は、その修正申告書の提出又は更正若しく 

は決定に伴い、その修正申告又は更正若しくは決定に係る事業年度後の事業年度分の確定申告書に記載すべき課税 

標準額又は事業税額が過大となる場合には、その修正申告書を提出した日又は更正若しくは決定の通知を受けた日 

から２月以内に限り、道府県知事に対し、その課税標準額又は事業税額につき、更正の請求をすることができる。 

(2) 法人税の更正等があった場合 □4  

申告書又は修正申告書を提出した法人（収入割のみを申告納付すべきものを除く。）が、その申告又は修正申告に 

係る事業税の計算の基礎となった事業年度に係る法人税の課税標準について税務官署の更正又は決定を受けたこと 

に伴い、その申告又は修正申告に係る付加価値額、資本金等の額若しくは所得（以下「収入金額を除く課税標準額」 

という。）又は事業税額が過大となる場合には、その税務官署が更正又は決定の通知をした日から２月以内に限り、 

道府県知事に対し、その収入金額を除く課税標準額又は事業税額につき、更正の請求をすることができる。 

５．分割基準に誤りがあった場合 □3  

分割法人が主たる事務所又は事業所（以下「事務所等」という。）所在地の道府県知事に申告書若しくは修正申告書 

を提出した場合又は更正若しくは決定を受けた場合において、その申告若しくは修正申告又は更正若しくは決定に係 

る分割課税標準額の分割基準に誤りがあったこと（すべき分割をしなかった場合を含む。）により、分割課税標準額又 

は事業税額が過大である関係道府県があるときは、その法人は、その関係道府県知事に対し、その過大となった分割 

課税標準額又は事業税額につき、更正の請求をすることができる。 

６．手 続 □1  

更正の請求をしようとする者は、その請求に係る更正前及び更正後の課税標準等又は税額等その他参考となるべき

事項を記載した更正の請求書を道府県知事に提出しなければならない。 

ただし、上記４．(1)又は(2)規定の適用を受ける場合においては、上記のほか、その修正申告書を提出した日若し

くはその更正若しくは決定の通知を受けた日又は国の税務官署がその更正若しくは決定の通知をした日を記載しなけ

ればならない。 

７．道府県知事の措置 □1  

道府県知事は、更正の請求があった場合には、その請求に係る課税標準等又は税額等につき調査して、更正をし、 

又は更正をすべき理由がない旨をその請求した法人に通知しなければならない。 

なお、道府県知事は、その更正の請求に係る事業税の徴収は原則として猶予しない。 

８．虚偽の更正の請求に関する罪 □1  

更正の請求書に偽りの記載をして道府県知事に提出した者その他一定の者は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰 

金に処する。 
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▶予想配点◀ 

解答中に記載してあります。 

 

▶合格ライン◀ 

〔第一問〕（問１）では法人事業税の是正措置のうち、⑴期限後申告納付及び修正申告納付について、⑵更正の請

求について出題された。 

出題された内容は重要論点ではあるが、解答量の多い内容であったため、細かい部分まで記述することできなか

った受験生もいると考えられる。 

他の問題や時間との兼ね合いもあり必ずしも完璧な解答作成はできなかったと思われるが、法令及び理論マスタ

ーをベースとし、基礎的な論点について確実に得点する解答がのぞまれる。 

〔第一問〕（問１）全体として、合格ラインは22点程度と予想される。  

 

▶解答への道◀ 

〔第一問〕問１について 

⑴ 法人事業税の是正措置について問われた問題である。 

⑵ 重要論点としておさえてなかった受講生も多かったのではと思われるが、いずれの規定も、どのような場合にその是

正措置が行われるのか問われている。 

⑶ 個別理論とはいえ、解答範囲が広く想定時間内に全てを記述できなかったと思われるが理論マスターをベースにより

確実な解答が求められるものと考えられる。 
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〔第一問〕－50点－ 

問２（20点）  

税理士であるあなたは、鉄道事業を行っているＳ株式会社（以下「Ｓ社」という。）で税務申告を担当している甲氏か

ら、第９期事業年度（令和５年４月１日から令和６年３月31日までの事業年度）分の事業税の申告について相談を受け

た。Ｓ社の事業税額の算定に当たっての留意事項を中心に説明したいがどのように説明すべきか、次の【資料】に基づ

き述べなさい。 

 なお、課税標準及び税額は、事業部門ごとに別々に算定するものとする。 

【資料】 

･ Ｓ社は資本金の額20,000,000,000円であり、設立以来、鉄道事業を行っている法人である。 

･ Ｓ社は令和５年４月１日から新たに電気事業法第２条第１項第２号に規定する小売電気事業（以下「小売電気事

業」という。）を開始した。 

･ Ｓ社は鉄道事業及び小売電気事業は基本的に区分経理しているが、一部、両事業に共通の収入及び経費がある。 

･ Ｓ社の各事業における事務所又は事業所の所在状況は次のとおりである。 

  鉄道事業  ：Ａ県、Ｂ県 

  小売電気事業：Ａ県、Ｂ県、Ｃ県 

･ 事業税の税率は、Ａ県及びＣ県では地方税法に定める標準税率、Ｂ県では同法に定めるいわゆる制限税率と同一

の率を適用している。 

 

1． 概 要   

⑴ Ｓ社は所得等課税事業及び収入金額等課税事業を併せて行っているが、原則として事業部門ごとにそれぞれ課税標 

準及び税額を算定し、その税額の合算額によるべきものとされている。一方従たる事業が主たる事業に比して社会通 

念上独立した事業部門とは認められない程度の軽微なものであるなど一定の状況にあるときは主たる事業の課税方 

式により課税して差し支えないものとされている。Ｓ社は基本的に区分経理しており、資本金の額が１億円を超えて 

いるため鉄道事業部門は外形標準課税により付加価値割額、資本割額及び所得割額の合算額により、小売電気事業部 

門は収入割額、付加価値割額及び資本割額の合算額により法人事業税が課される。 

 なお、両事業に共通する収入及び経費は各事業部門の売上金額等最も妥当と認められる基準によってあん分する。 

⑵ Ｓ社は鉄道事業と鉄道事業以外の事業を行っていることから、分割基準については、鉄道事業部門については、軌 

道の延長キロメートル数により課税標準を分割し、小売電気事業部門についてはその２分の１に相当する額は事務 

所又は事業所の数により、その２分の１に相当する額は従業者の数により課税標準を分割することになる。 

⑶ 上記⑴及び⑵により、各県ごとに算定された分割基準に各割ごとに規定された税率を乗ずることにより、各県に納 

付すべき事業税額が算定される。 

 

２．課税標準 

 ⑴ 鉄道事業 ５ 

① 外形対象法人  

外形標準課税の対象となる法人（以下「外形対象法人」という。）とは、電気供給業、ガス供給業（一定のも

のを除く。）、保険業及び貿易保険業以外の事業を行う法人（公益法人等、特別法人及び人格のない社団等その他

一定の法人を除く。）のうち資本金の額又は出資金の額が１億円を超えるものをいう。 

② 課税区分 

外形対象法人に対しては、付加価値割額、資本割額及び所得割額の合算額により、法人事業税を課する。 

③ 課税標準の区分 

イ 付加価値割……各事業年度の付加価値額 

ロ 資本割…………各事業年度の資本金等の額 

ハ 所得割…………各事業年度の所得 

④ 付加価値割の課税標準の算定方法 

各事業年度の付加価値額は、各事業年度の収益配分額（報酬給与額、純支払利子及び純支払賃借料の合計額を

いう。）と各事業年度の単年度損益との合計額による。 
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上記（イ）○ｲ 及び

○ﾛ の 合 計 額
労 働 者 派 遣 の 役 務 の 提 供 の 対 価 と し て 
そ の 労 働 者 派 遣 を し た 者 に 支 払 う 金 額 

75 
100 

イ 報酬給与額 

（イ）原 則 

各事業年度の報酬給与額は、次の金額（法人税の所得の計算上政令で定める一定のものを除き、損金の

額に算入されるものに限る。）の合計額による。 

○ｲ  法人が各事業年度においてその役員又は使用人に対する報酬、給料、賃金、賞与、退職手当その他

これらの性質を有する給与として支出する金額の合計額 

○ﾛ  法人が各事業年度においてその役員又は使用人のために支出する確定給付企業年金の掛金等の合計

額 

（ロ）労働者派遣契約に基づき労働者派遣の役務の提供を受けた法人 
 

 ＋ × 

 

（ハ）労働者派遣契約に基づき労働者派遣をした法人 
 
 － × 
                          

 

（注）派遣労働者に係る上記（ハ）○ｲ 及び○ﾛ の合計額を限度とする。 

ロ 純支払利子 

各事業年度の純支払利子は、各事業年度の支払利子の額の合計額からその合計額を限度として各事業年度

の受取利子の額の合計額を控除した金額による。 

ハ 純支払賃借料 

各事業年度の純支払賃借料は、各事業年度の支払賃借料の合計額からその合計額を限度として各事業年度

の受取賃借料の合計額を控除した金額による。 

ニ 単年度損益 

（イ）内 容 

各事業年度の単年度損益は、各事業年度の益金の額から損金の額を控除した金額によるものとし、地方

税法又は政令で特別の定めをする場合を除くほか、その各事業年度の法人税の課税標準である所得の計算

の例によって算定する。 

（ロ）法人税の計算の例によらない項目 

青色欠損金及び災害損失金の繰越控除、海外投資等損失準備金制度の一部不適用、所得税額等の損金不

算入寄附金の損金算入限度額の調整及び外国税額の損金算入の調整など。 

（ハ）雇用安定控除 

その事業年度の収益配分額のうちにその事業年度の報酬給与額の占める割合が100分の70を超える法人

の付加価値割の課税標準の算定は、その事業年度の付加価値額から雇用安定控除額を控除する。 
 

（注）雇用安定控除額＝          －その事業年度の収益配分額× 

 

⑤ 資本割の課税標準の算定方法  

イ 原 則 

(ｲ) 各事業年度の資本金等の額は、各事業年度終了の日における法人税法に規定する資本金等の額に一定

の無償増資の金額を加算し、一定の無償減資の金額を減算した金額とする。 

(ﾛ) 資本金の額及び資本準備金の額の合算額に満たない場合 

上記(ｲ)により計算した金額が、各事業年度終了の日における資本金の額及び資本準備金の額の合算額又

は出資金の額に満たない場合には、資本割の課税標準である各事業年度の資本金等の額は、各事業年度終了

の日における資本金の額及び資本準備金の額の合算額又は出資金の額とする。 

ロ ２以上の資本割が課される事業をあわせて行う内国法人の場合 

 

 

 

  

その事業年度の
報 酬 給 与 額

70 
100 

上記（イ）○ｲ 及び 

○ﾛ の 合 計 額 
労働者派遣の対価としてその労働者派遣の役
務の提供を受けた者から支払を受ける金額

75 
100 

資本金等の額 × （Ｚ）のうちそれぞれの事業に係る従業者の数 
 

国内の事務所等の従業者の数（Ｚ） 

（注） 
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ハ その他調整事項 

事業年度が１年に満たない場合、持株会社の場合、資本金等の額が千億円を超える場合、収入金額課税事

業（電気供給業においては送電事業等、ガス供給業においては導管ガス供給業、保険業及び貿易保険業）を

併せて行う内国法人の場合、非課税事業を併せて行う内国法人の場合、特定内国法人の場合など。 

⑥ 各事業年度の所得の算定方法 

イ 各事業年度の所得は、各事業年度の益金の額から損金の額を控除した金額によるものとし、地方税法又は

政令で特別の定めをする場合を除くほか、その各事業年度の法人税の課税標準である所得の計算の例により

算定する。 

ロ 法人税の計算の例によらない項目 

海外投資等損失準備金制度の一部不適用、繰越欠損金の損金算入の特例、所得税額等の損金不算入寄附金

の損金算入限度額の調整及び外国税額の損金算入の調整など。 

 

⑵ 小売電気事業 □3  

① 課税区分 

電気供給業のうち小売電気事業で資本金の額又は出資金の額が１億円を超えてものは収入割額、付加価値割額

及び資本割額の合算額により、法人事業税を課する。 

② 課税標準の区分 

イ 収入割…………各事業年度の収入金額 

ロ 資本割…………各事業年度の資本金等の額 

ハ 所得割…………各事業年度の所得 

③ 収入割の課税標準 

イ 内 容  

各事業年度の収入金額は、電気供給業にあっては、その各事業年度においてその事業について収入すべき

金額の総額からその各事業年度におけるロの収入金額を控除した金額による。 

ロ 収入金額から控除するもの 

(ｲ) 国又は地方団体から受けるべき補助金固定資産の売却による収入金額 

(ﾛ) 保険金 

(ﾊ) 有価証券の売却による収入金額 

(ﾆ) 不用品の売却による収入金額 

(ﾎ) 受取利息及び受取配当金 

(ﾍ) 工事負担金 

(ﾄ) 他の収入金額課税法人からの融通電気 

(ﾁ) 電気事業者による再生可能エネルギー電気の利用の促進に係る一定の賦課金 

(ﾘ) 損害賠償金 

(ﾇ) 投資信託に係る収益分配金 

(ﾙ) 社宅貸付料等 

(ｦ) 電気供給業における託送供給の料金 

(ﾜ) その他一定のもの 

④ 付加価値割の課税標準の算定方法 

上記２.⑴④と同じ。 

⑤ 資本割の課税標準の算定方法 

上記２.⑴⑤と同じ。 

⑶ 両事業に共通する収入及び経費について □2  

   売上金額等最も妥当と認められる基準によってあん分した金額をもって、各事業年度の収入金額、付加価値額又 

は所得を算定する。 

３．分割基準 

⑴ 鉄道事業等とその他の事業を併せて行う場合 □2  

鉄道事業又は軌道事業に係る部分についてはこれらの事業の分割基準により、その他の事業についてはその他の 
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事業のうち主たる事業の分割基準により、政令で定めるところにより関係道府県ごとに課税標準額の総額を分割す 

るものとする。 

⑵ 種 類 □3  

① 鉄道事業及び軌道事業 

事務所又は事業所（以下、「事業所等」という。）が所在する道府県の軌道の延長キロメートル数 

② 小売電気事業 

その２分の１に相当する額は事業所等の数、その２分の１に相当する額は事業所等の従業者の数 

⑶ 内 容 □2  

① 軌道の延長キロメートル数 

イ 事業年度終了の日現在の数値による。 

ロ 軌道の延長キロメートル数は、単線換算キロメートル数により、引込線及び遊休線並びに敷設線を含み、他

の法人等の所有に係る専用線は含まない。 

② 小売電気事業等 

イ 事業所等の数 

事業年度に属する各月の末日現在の数値を合計した数値による。ただし、その事業年度中に月の末日が到来

しない場合には、その事業年度終了の日現在の数値による。 

ロ 従業者の数 

(ｲ) 原 則 

事業年度終了の日現在の数値による。 

(ﾛ) 例外 

新設、廃止又著しい変動に該当する事業所等については、一定の方法により計算した数を分割基準とする

従業者の数とみなす。 

 

４．税 率 □3  

 ⑴ 鉄道事業 

① 付加価値額……………………………………………………100分の1.2 

② 資本金等の額…………………………………………………100分の0.5 

③ 所得……………………………………………………………100分の1.0 

⑵ 小売電気事業 

① 収入金額……………………………………100分の0.75 

② 付加価値額…………………………………100分の0.37 

③ 資本金等の額………………………………100分の0.15 

⑶ 制限税率 

道府県は、標準税率を超える税率で事業税を課する場合には、上記⑴及び⑵の標準税率に1.2（外形対象法人の所

得割については1.7）を乗じて得た率を超える税率で課することができない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

- 9 - 

＜ＴＡＣ＞税23  この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり、無断転載・転用を禁じます。 
 

▶予想配点◀ 

解答中に記載してあります。 

 

▶合格ライン◀ 

〔第一問〕（問２） 

鉄道事業と小売電気事業を併営している場合の法人事業税の算定方法を問う出題であった。 

このような総合理論・事例問題の出題は、各受験生が必ずしも得意とする形式ではないため、細かい部分まで記

述することはできなかったと思われるが、①課税方式を異にする事業を併営している場合、②分割基準を異にする

事業を併営している場合、③共通の収入及び経費がある場合、④各割の税率について、各論点を網羅した解答が必

要となると考えられる。 

採点する際に用意される実際の解答は、解答用紙の枚数を考慮すると、各論点の規定については概要程度の内容

であることも想定される。 

〔第一問〕問２全体として、合格ラインは13点から17点と予想される。 

 

▶解答への道◀ 

〔第一問〕問２について 

⑴ 問題文中に「…Ｓ社の事業税額の算定に当たっての留意事項を中心に説明したいがどのように説明すべきか…」 

とあることから、直前対策講義第１回で学習した基本文型を前提に解答を作成して欲しい。 

⑵ 各課税標準や分割基準など解答範囲も広く、２時間という枠で考える場合、概要的な内容ベースで解答すること

が現実的な方法となるのではないかと考えられる。したがって各受験生にあっては、具体的な規定について詳しく

記述できなくても各論点について網羅性を意識した解答が作成できれば、当該問題について十分合格ラインの得点

が取れると考えられる。 

⑶ ただし、①共通する収入及び経費ある場合及び②２以上の資本割が課される事業を併営している場合については、

丁寧な解答がのぞまれる。 
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Ｚ－73－Ｊ〔第二問〕解 答 
問１ 

〇計算過程 （配点－25点－） 
 

１．資本金等の額 

(1) ① 期末の金額  250,000,000,000円＋20,000,000,000円＝270,000,000,000円 □1  

② 資本金の額及び資本準備金の合算額  200,000,000,000円＋61,000,000,000円＝261,000,000,000円 □1  

③ ①≧②  270,000,000,000円 □1  

(2) 事業年度が１年未満の場合 
 
      ＝135,000,000,000円 □2  
 

(3) 持株会社の場合 
 
                         ＝4.5％→5％≦50/100  ∴ 該当しない □2  
 

(4) 特定内国法人の場合 

① 付加価値額の総額  50,000,000,000円 
 
② 外国の付加価値額  50,000,000,000円×                         

            ＝3,125,000,000円 
 

∴ 原則的取扱いである付加価値の額の比で按分する 

③ 調整後の金額 
 
(2)－            ＝126,562,500,000円 □2  
 

(5) 資本金等の額が千億円を超える場合（形式 □2 ） 

① 年千億円以下の金額 

100,000,000,000円×  ＝50,000,000,000円 

② 年千億円超、５千億円以下の金額 

(126,562,500,000円－50,000,000,000円)×50％＝38,281,250,000円 

③ 課税標準となる資本金等の額 

(5)①＋(5)②＝88,281,250,000円 → 88,281,250,000円（千円未満切捨） 

２．分割基準 

Ｘ県 本社  1,140人 

工場  640人 

640人＋640人×  ＝960人 □2  

∵ 期末において資本金の額が１億円以上の製造業を行う法人の工場であるため５割増しをする。 

Ｙ県 本社   120人×２＝240人＜320人  ∴ 著しい変動あり 
 

                       ＝225人 □2  
 

工場  600人×  ＝500人 

500人＋500人×  ＝750人 □2  

∵ 期末において資本金の額が１億円以上の製造業を行う法人の工場であるため５割増しをする。 

 

Ｘ県  1,140人＋960人＝2,100人 

Ｙ県   225人＋750人＝ 975人 

          計 3,075人 

３．分割課税標準額（それぞれ千円未満切捨） 
 
(1) Ｘ県  88,281,250,000円×     ＝60,289,634,146円 → 60,289,634,000円 
 
(2) Ｙ県  88,281,250,000円×     ＝27,991,615,853円 → 27,991,615,000円 
 

(1)③×６ 
12 

35,000 百万円＋45,000 百万円 
900,000 百万円＋(900,000 百万円－50,000 百万円） 

180 人 
1,140 人＋640 人＋320 人＋600 人＋180 人（＝2,880 人） 

(2)×3,125,000,000 円 
50,000,000,000 円 

120 人＋150 人＋240 人＋220 人＋300 人＋320 人 
６ 

2,100 人 
3,075 人 

975 人 
3,075 人 

6 
12 

１ 
２ 

１ 
２ 

５ 
６ 
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４．事業税額（それぞれ百円未満切捨） 
         
(1) Ｘ県  60,289,634,000円 ×       ＝301,448,170円 → 301,448,100円 
 
(2) Ｙ県  27,991,615,000円 ×   ×1.2 ＝167,949,690円 → 167,949,600円 
 
 

  

○各県に納付すべき事業税額 

Ｘ県 301,448,100円 □3  

Ｙ県 167,949,600円 □3  

 

0.5 
100 

0.5 
100 

□2  
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問２ 
〇計算過程 （予想配点－15点－） 

 
１．課税客体の判定 □3  

(1) 畜産業は、農業に付随して行うものでないことから、第２種事業に該当する。 

(2) 不動産貸付業は、アパートの室数が10室以上であることから、第１種事業に該当する。 

(3) 装蹄師業は、第３種事業に該当する。 

(4) 飲食店業は、第１種事業に該当する。 

(5) 駐車場の賃貸は駐車台数が10台未満であるが、屋内駐車場であることから、駐車場業として、第１種事業に該当

する。 

 

２．課税標準額の算定 

(1) 事業専従者控除前の所得 

① 事業所得 

イ 畜産業 （第２種事業）  78,381,500円－60,730,890円＝17,650,610円 

ロ 装蹄師業（第３種事業）  7,495,000円－ 1,588,010円＝ 5,906,990円 

ハ 飲食店業（第１種事業）  6,380,020円－ 6,790,740円＝  -410,720円 

ニ 合計  23,146,880円 

② 不動産所得 

イ 不動産貸付業（第１種事業）  20,740,800円－16,754,870円＝3,985,930円 

ロ 駐車場（第１種事業）     1,802,680円－308,390円＝1,494,290円 

ハ 合計  5,480,220円 

③ ①＋②＝ 28,627,100円 □2  

(2) 事業専従者控除額 

  ① 28,627,100円 

  ２人＋１ 

② 妻  860,000円 ＜ ① ∴ 860,000円 

③ 長男 500,000円 ＜ ① ∴ 500,000円 

④ 畜産業に従事する祖父及び飲食店業に従事する長女については、従事した期間が６月以内であるため、事業専

従者に該当しない。□2  

(3) 事業所得 

① 畜産業（第２種事業）   17,650,610円－（860,000円＋500,000円）＝ 16,290,610円 □2  

② 装蹄師業（第３種事業）  5,906,990円 

③ 飲食店業（第１種事業）   -410,720円 

④ 合計  21,786,880円 

(4) 不動産所得 

① 不動産貸付業（第１種事業）  3,985,930円 

② 駐車場（第１種事業）     1,494,290円 

③ 合計  5,480,220円 

(5) 損益の合算 

(3)＋(4)＝ 27,267,100円 □2  

(6) 各種控除 

事業主控除  2,900,000円×  ＝2,900,000円 □2  

(7) 総所得金額（千円未満切捨） 

(5)－(6)＝ 24,367,100円 → 24,367,000円 

(8) 各事業の所得の金額 

 飲食店業 不動産貸付業 駐車場業 

第１種事業  (7)×                      ＝ 4,530,313円 → 4,530,000円 
 
 

＝ 9,542,366円 □2  

-410,720 円＋3,985,930 円＋1,494,290 円 
(5) 

12 
12 
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  畜産業 

第２種事業  (7)×          ＝ 14,557,957円 → 14,557,000円 

装蹄師業 

第３種事業  (7)×       ＝ 5,278,728円 → 5,278,000円 

 

３．分割課税標準額  

(1) 分割基準 

    畜産業    Ａ県  ３人 

装蹄師業   Ａ県  １人 

駐車場業   Ａ県  １人 

不動産貸付業 Ｂ県  １人 

飲食店業   Ｂ県  ４人×   ＝２人 □2  

 

Ａ県  ３人＋１人＋１人＝５人 

Ｂ県  １人＋２人   ＝３人 

       合計    ８人 

 

(2) 分割課税標準額（それぞれ千円未満切捨） 

① 第１種事業 
 
Ａ県  4,530,000円×   ＝ 2,831,250円 → 2,831,000円 

 

Ｂ県  4,530,000円×   ＝ 1,698,750円 → 1,698,000円 

 

    ② 第２種事業 

Ａ県  14,557,000円×   ＝ 9,098,125円 → 9,098,000円 

 

Ｂ県  14,557,000円×   ＝ 5,458,875円 → 5,458,000円 
 

③ 第３種事業 
 
Ａ県  5,278,000円×   ＝ 3,298,750円 → 3,298,000円 
 
Ｂ県  5,278,000円×   ＝ 1,979,250円 → 1,979,000円 

 

４．事業税額の算定（それぞれ百円未満切捨） 

(1) Ａ県 

第１種事業  2,831,000円×   ＝ 141,550円 → 141,500円 
 
第２種事業  9,098,000円×   ＝ 363,920円 → 363,900円 
 
第３種事業  3,298,000円×   ＝  98,940円 →  98,900円 

                          合計 604,300円 

(2) Ｂ県 

第１種事業  1,698,000円 ×   ×1.1 ＝ 93,390円 → 93,300円 
 
第２種事業  5,458,000円 ×   ×1.1 ＝ 240,152円 →240,100円 
 
第３種事業  1,979,000円 ×   ×1.1 ＝  65,307円  → 65,300円 

                           合計 398,700円 

  

○各県に納付すべき事業税額 

Ａ県 604,300円 □3  

Ｂ県  398,700円 □3  

６ 

12 

５人 
８人 

３人 
８人 

５人 
８人 

３人 
８人 

16,290,610 円 
(5) 

5,906,990 円 
(5) 

５人 
８人 

３人 
８人 

□2  

5 
100 
4 
100 
3 
100 

5 
100 
4 
100 
3 
100 
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▶予想配点◀ 

解答中に記載してあります。 

 

▶合格ライン◀ 

〔第二問〕  
（問１）は、電気機械器具の製造を行っている法人の資本割額についての税額算定問題であり、①各調整項目の 

調整方法と②その調整順序について正確な処理が求められる問題であった。 

（問２）は、個人事業税の税額算定問題であり、①事業専従者控除額の算定と②各種控除の処理について確実な処

理が求められる問題であった。 

今回の出題内容は受験生にとって（問１）は必ずしも十分な準備ができなかった問題であったと考えられる。一

方、（問２）は十分準備を整えて臨んだ受講生も多いと思われるが、慣れない資料の読み取りに時間がかかったもの

と考えられる。 

しかしながら、今まで様々な形式の答練、実力テスト、上級演習及その他の計算問題を実施していることから、 

ＴＡＣ受講生のなかには（問１）及び（問２）を通じて、着実に得点を重ねられた受講生もいたのではないだろう

か。 

ただし、両問題を通じて解答内容が多いことから①課税標準額の総額算定、②分割基準の処理、③税率等の読み 

飛ばしやケアレスミスに注意が必要である。 

以上の点を考慮すると合格ラインは(問１)が15点前後、（問２）が19点から22点と考えられる。 

▶解答への道◀ 

問１ 

１ 概要 

  Ａ社について、特定内国法人や持株会社の場合に該当するケースで、資本割額の計算にどのような調整が必要とな

るかなど、計算過程の段取りをマスターしているかがポイントである。 

２ 資本金の額及び資本準備金の額の合算額と資本金等の額に無償増資の金額を加算した金額と比較することに注意を

要する。 

３ 事業年度が 1年未満の場合 

  資本金等の額にその事業年度の月数を乗じて得た額を12で除して計算した金額とする。 

４ 持株会社の場合 

 資料より、令和５年９月30日現在の保有株式割合から、Ｂ社、Ｃ社の50％以上の株式をＡ社保有しており、両社は

Ａ社の特定子会社に該当する。また、Ｄ社については、特定子会社であるＣ社がＤ社の株式を55%保有していることか

らＤ社もＡ社の特定子会社に該当する。 

５ 特定内国法人の場合 

 資料より、外国分の付加価値額を従業者数によりあん分計算し、資本金等の額については原則的取扱いの付加価値

額の比によりあん分する。 

 この場合、付加価値額の例外的取扱いで処理する従業者の数については、①期末現在の数を使用し、②分割基準の

ような「新設、廃止、著しい変動」及び「工場５割増し」の調整はしないことに注意を要する。 

６ 資本金等の額が千億円を超える場合 

 上記２から５の処理をした後の金額により処理をする。ただし、半年決算法人であることから①千億円以下、②千

億円超、５千億円以下等階層区分の処理に注意をすること。 

７ 税 率 

  資本割の制限税率は1.2であり、外形対象法人の所得割についての1.7との混同に注意をして欲しい。 

 

問２  

１ 概要 

個人事業税の計算について基礎的な論点をマスターしているかがポイントである。 

乙氏は「～事業の開業以来、所得税の青色申告書を提出することにについて、所轄税務署長の承認を受けたことが 

ない。」となっており、乙氏はいわゆる白色申告者であることに留意すること。 
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２ 事業所得等 

必要経費には、事業専従者に係る経費は含まれていないので、各事業専従者の控除額について、正確な金額を算定

することが求められる。 

３ 各種控除 

(1) 事業用資産の譲渡損失については、本来白色申告者においても適用があるが、当該車両の譲渡損失201,100円につ

いては、事業の用に供しなくなった日の翌日から１年を経過した日前日までに譲渡されたものでないことから、当

該規定の対象とはならない。 

(2)  令和３年中の事業の所得の計算上算定された損失の額3,720,110円は、乙氏が白色申告者のため、当該損失の金額

は、繰越控除されない。 

４ 分割基準 

個人事業税における分割基準は、従業者の数による。新設、廃止、著しい変動に該当する場合には、所定の処理を

しなければならない。 

５ 税 率 

第１種事業、第２種事業及び第３種事業の税率については、正確な処理が求められるであろう。特に第３種事業に

該当する装蹄師業については、３％の税率が適用されることに注意を要する。 

また、個人事業税における制限税率は1.1であることも間違いやすい点になる。 

6 その他 

 Ａ県の畜産業の事業所における各月末の従業者数に関し、親族の従事期間の日数や暦による日数をベースに「主とし

て自家労力を用いて行う」か否かの判定をすると次の様な結果となる。 
 
1,301日×    ＝650.5日＜1,181日 
 

 上記算式から当該畜産業は第２種事業に該当せず、個人事業税は課税されないことになる。 

 しかし、取扱通知第３章２の１(10)において「主として自家労力を用いて行うものが第２種事業の課税客体から除外

されているのは、第2種事業の原始産業たる性格をかんがみ、特に零細なものにまで課税の範囲を拡げることは不適当

であると認められたことによるものであること。したがってその認定に当たっては、その趣旨に沿うように十分留意す

るとともに、特に次の諸点に注意すること。」となっており、さらに「ア 自家労力による稼働日数の判定は具体的に

極めて困難であるが、その事業形態、収支金額、支出経費の分析等の方法により客観的に判定するよう努めること。」

とされている。 

 そもそも自家労力の判定は地方税法施行令11では「事業を行う者又はその同居の親族の労力によって当該事業を行っ

た日数の合計が当該事業の当該年における延労働日数の２分の１を超えるものとする。」とされており、従事期間の日

数や暦上の各月の日数ではなく、いわゆる労働日数を使って計算すること、また、資料から畜産業の収入金額は78百万

円以上、その所得は17百万円以上となり、畜産業単独でも事業主控除額（2,900,000円）を優に超えている。 

 以上を考慮し、当該畜産業は第２種事業として課税されるものとして解答は作成している。 

 

●おわりに 

〔第一問〕が合計で35点～39点、〔第二問〕が合計で34点～37点、合計72点がボーダーラインであり、80点以上が合

格有望と考えられる。 
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夏のオンラインイベント(無料)に参加しよう！



①本試験後の

｢受験プランニング｣

②第73回税理士試験

｢解答解説会｣Ｗｅｂ配信

③講師インタビュー

｢本試験の所感と合格ライン｣

本試験の振り返りが
次のスタートに活きる！

https://www.tac-school.co.jp/kouza_zeiri.html

8/14(月)

17:00より

公開予定！

https://www.tac-school.co.jp/kouza_zeiri/digital_kyouzai.html

■TACのサービスをご紹介

デ ジ タ ル 教 材

簿記･財表･法人･所得･相続･消費


